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半導体・蓄電池などグローバルサプライチェーン強靱化に向けた更なる取組強化

⚫ 半導体や次世代コンピューティング、蓄電池に関する産業立地プロジェクトは経済安全保障、GX、
DXの実現に不可欠であることに加え、「国内投資の拡大」、「イノベーションの加速」、「所得の拡大」
の好循環を生み出す起爆剤としても重要。諸外国もその重要性から、異次元の立地補助金に加え、
設備投資減税やR＆D減税等の大規模な支援を講じている。

⚫ 日本では、これまで、毎年の補正予算で大規模な初期投資支援を措置することで、諸外国との投資
コスト差を埋めてきた。他方、例えば、半導体は、今後、10年間で、官民で10兆円超規模の追加投
資が必要であり、引き続き、大規模支援の展開が不可欠。

⚫ 加えて、諸外国に比べ、オペレーションに際しての事業環境が劣後している点が多いことも踏まえ、ラン
ニングコスト支援についても検討していくことが必要。

産業用電気料金の国際比較法人実効税率の国際比較
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製造業に係る賃金の国際比較

JETRO投資コスト比較より経済産業省作成
※東京、ニューヨーク、ソウル、台北、北京の調査結果を各国の賃金としてプロット

米ドル/（月額・人） 米ドル/MWh

出所：https://www.globalpetrolprices.com/electricity_prices/
「forbusiness」の電気料金データより作成
※電気料金には物流費、エネルギー費、各種環境・燃料費、税金などすべての項目を含む
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出所：taxfoundation
https://taxfoundation.org/publications/corporate-tax-rates-
around-the-world/

※2021年調査結果 ※2022年6月のデータ※2022年

６．横断的政策
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次世代に不可欠な技術の開発・実装のための資本強化等の支援の検討

⚫ 「新しい資本主義のグランドデザインおよび実行計画」の通り、民間企業
への資本強化を含めた支援の在り方について、我が国の経済安全保障
の確保の観点から重要となる半導体等の分野においても、検討の加速が
必要。

新しい資本主義のグランドデザインおよび実行計画【令和４年６月７日】

〇Ⅵ．個別分野の取組

１．国際環境の変化への対応

（１）経済安全保障の強化

経済安全保障推進法に基づき、サプライチェーン強靱化及び官民技術協力を速やかに実施する。具体
的には、デジタル化やカーボンニュートラルの基盤ともなる半導体、レアアースを含む重要鉱物、電池のほか、
医薬品等も含め、重要な物資の安定供給を早急に確保するため、サプライチェーン上の供給途絶リスクを
将来も見据えて分析した上で、中長期的な支援措置を整備する。また、ＡＩ・量子・宇宙・海洋等の先
端的な重要技術の実用化に向けたプロジェクトを強化し、速やかに5,000億円規模とすることを目指す。
さらに、重要情報を取り扱う者への資格付与のための所要の措置について、国際共同研究等における具
体的事例の検証を踏まえ、検討を進める。先端技術・機微技術を保有する等、次世代に不可欠な技術
の開発・実装の担い手となる民間企業の資本強化を含めた支援の在り方について検討を行う。

６．横断的政策


